1 運営委員会規則（作成例）

○○地区建築協定運営委員会規則

（目　的）
第1条　この規則は、○○地区建築協定（以下「協定」という。）第○○条の規定に基づき○○地区建築協定運営委員会（以下「委員会」という。）の組織、運営及び議事に関し、必要な事項を定め、その運営を円滑化することを目的とする。

（運営委員会）
第２条　委員会は、協定の運営に関する次の事項を処理する。
（１）協定第○条から第○○条に係る事項
（２）その他協定の運営に関し委員会が必要と認めた事項

（委員会の召集及び議事運営）
第３条：委員会は、必要に応じ委員長が召集する。
２．委員会の議事は、役員を含めて委員の3分の2以上の出席した委員会において、出席委員の過半数をもって決する。
３．可否同数の場合は、委員長がこれを決する。

（議事の作成及び保管）
第４条：委員会の議事については、議事録を作成しなければならない。
２．議事録には、議事の経過の要領及びその結果を記載する。
３．委員長は議事を保管し、利害関係人の請求があった時は、これを閲覧させなければならない。

（協定の用語等の定義）
第５条　協定第○条に掲げる○○○○とは、○○○○○○○○とする。
2. 第○条の原則によらない場合は、○○○○○○○○として運営委員会が認めた場合とする。

（会　計）
第6条：委員会の会計年度は、毎年○月○日から翌年○月○○日までとする。
２．委員会にかかる諸経費は、協定第３条の土地所有者等（以下「土地の所有者等」という。）全員の負担とする。
３．会費は、年額１世帯につき○○○円とし、毎年○月に委員が徴収する。

（土地の所有者等の変更の届出）
第7条：土地の所有者等の変更の届出は第１号様式による。

（建築計画協議書）
第8条：協定区域内に建築する場合は、第２号様式によって委員会と協議を行う。
２．委員会は、前項の建築計画協議書を受理したときは、○日以内に審査し、その結果を当該申請者に第3号様式により通知するものとする。

（委　任）
第9条：この規則に定めるもののほか、その他必要な事項については委員会の承認を得て委員長が定める。

附　則
この規則は　年　月　日より施行する。


認可申請前の説明会（STEP2-1）での周知の大切さ
運営委員の選出は、建築協定書に「協定者の互選により選出」としている場合が多く、正式には認可後に説明会の開催や書面による決議により、運営委員を選出することになります。その場合、選出されるまでに時間がかかり、運営開始が遅くなってしまう欠点があります。
また、運営委員会規則も協定の用語等の定義や回避について定めるもののため、認可を受けてから内容を定めようとすると、協定者からの理解を得るのが大変になる可能性があります。

そこで、正式には認可に伴い決定することとして、認可申請前の説明会などで、運営委員を仮に選出し、規則の案も周知しておくと、認可後すぐに運営委員を正式に決定することができます。

第1号様式

　　年　　月　　日
土地の所有者等の変更届

○○地区建築協定運営委員長　様

住所
氏名

このたび、下記の土地の所有者等について変更しましたので届出します。

記

１．届け出る土地の地名地番：名古屋市　　区

２．以前の土地の所有者等：
（複数人いる場合は列記）

３．現在の土地の所有者等（複数人いる場合は列記）
	氏名
	住所
	電話番号
	所有するもの（該当欄に○）

	
	
	
	土地
	建築物

	
	
	
	
	



以上
· 

第2号様式

　　年　　月　　日
建築計画協議書

○○地区建築協定運営委員長　様

（建築主）
住所
氏名

このたび、下記の土地に別添のような建築物を計画しましたので、建築協定に関して協議をお願いいたします。

記

１．土地の所在地：名古屋市○○区　　町　　丁目　　番

２．建築物の概要
・建物用途（専用住宅、共同住宅、店舗、事務所など）


・工事種別（新築、増築、用途変更など）


・構造（木造、鉄筋コンクリート造、鉄骨造など）


・階数（地上階　地下階）


以上


第３号様式
建築協定適合確認書
	確認第　　　　　号
　　年　　月　　日
（建築主）
住所
氏名

○○地区建築協定運営委員長　○○　○○

この度、当地区建築協定区域内の下記土地にかかわる建築計画は当地区建築協定に適合している事を確認しました。

	1土地の所在地　
	

	2建築物の概要
	建物用途（専用住宅、共同住宅、店舗、事務所など）



	
	工事種別（新築、増築、用途変更など）



	
	構造（木造、鉄筋コンクリート造、鉄骨造など）



	
	階数（地上階　地下階）



	3事前協議事項
	協定適合確認設計図名　設計図作成日（該当図面添付）


	4備考

	


[bookmark: _GoBack]※運営委員会は当該建築物について、建築主等と立会いの下で、現地で協定適合確認を行うことがある。
